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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電源回路と、
　前記電源回路から供給される供給電圧により動作し、安定的に動作するために必要な下
限電圧が温度の上昇に応じて低下する特性を備える半導体集積回路と、
　前記半導体集積回路の温度を計測する温度センサと、
　を含み、
　前記電源回路は、前記計測される温度が所定の閾値以上になった後、前記半導体集積回
路の処理負荷に応じて決まるタイミングで、前記計測される温度の上昇に応じて低下する
前記半導体集積回路の下限電圧に合わせて、前記供給電圧を下げる
　ことを特徴とする電子機器。
【請求項２】
　電源回路と、
　前記電源回路から供給される供給電圧により動作し、安定的に動作するために必要な下
限電圧が温度の上昇に応じて低下する特性を備える半導体集積回路と、
　前記半導体集積回路の温度を計測する温度センサと、
　を含む電子機器の制御方法であって、
　前記計測される温度を取得するステップと、
　前記取得した温度が所定の閾値以上になった後、前記半導体集積回路の処理負荷に応じ
て決まるタイミングで、前記取得した温度の上昇に応じて低下する前記半導体集積回路の
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下限電圧に合わせて、前記電源回路が前記半導体集積回路に供給する供給電圧を下げるス
テップと、
　を含むことを特徴とする電子機器の制御方法。
【請求項３】
　電源回路から供給される供給電圧により動作し、安定的に動作するために必要な下限電
圧が温度の上昇に応じて低下する特性を備える半導体集積回路であって、
　当該半導体集積回路の温度を計測する温度センサと、
　前記計測される温度が所定の閾値以上になった後、当該半導体集積回路の処理負荷に応
じて決まるタイミングで、前記計測される温度の上昇に応じて低下する当該半導体集積回
路の下限電圧に合わせて、前記供給電圧を下げるよう前記電源回路に要求する手段と、
　を含むことを特徴とする半導体集積回路。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ＣＭＯＳを内蔵する半導体集積回路、当該半導体集積回路を備える電子機器
、及びその制御方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば中央処理装置（ＣＰＵ）やＳＯＣ（System-on-a-chip）等、ＣＭＯＳを備える半
導体集積回路が電子機器の部品として広く用いられている（例えば特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】米国特許第６５１８８２３号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　近年、ＣＭＯＳの微細化に伴って、その性能の温度依存性に従来品とは異なる傾向が現
れるようになっている。しかしながら、このような特徴に応じて半導体集積回路を効率的
に使用する方法については、未だ十分考慮されていない。
【０００５】
　本発明は上記実情を考慮してなされたものであって、その目的の一つは、動作電圧を低
く抑えることのできる半導体集積回路、当該半導体集積回路を備える電子機器、及びその
制御方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明に係る電子機器は、電源回路と、前記電源回路から供給される供給電圧により動
作する半導体集積回路と、前記半導体集積回路の温度を計測する温度センサと、を含み、
前記電源回路は、前記計測される温度の上昇に応じて、前記供給電圧を下げることを特徴
とする。
【０００７】
　前記電子機器において、前記電源回路は、前記計測される温度が所定の閾値以上になっ
たときに、所定の下げ幅だけ前記供給電圧を下げることとしてもよい。
【０００８】
　また、本発明に係る電子機器の制御方法は、電源回路と、前記電源回路から供給される
供給電圧により動作する半導体集積回路と、前記半導体集積回路の温度を計測する温度セ
ンサと、を含む電子機器の制御方法であって、前記計測される温度を取得するステップと
、前記取得した温度の上昇に応じて、前記電源回路が前記半導体集積回路に供給する供給
電圧を下げるステップと、を含むことを特徴とする。
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【０００９】
　また、本発明に係る半導体集積回路は、電源回路から供給される供給電圧により動作す
る半導体集積回路であって、当該半導体集積回路の温度を計測する温度センサと、前記計
測される温度の上昇に応じて、前記供給電圧を下げるよう前記電源回路に要求する手段と
、を含むことを特徴とする。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の実施の形態に係る半導体集積回路を備える電子機器の概略構成図である
。
【図２Ａ】従来例における動作周波数ｆ変更時の動作周波数ｆ及び供給電圧Ｖｐの時間変
化を模式的に示す図である。
【図２Ｂ】本実施形態における動作周波数ｆ変更時の動作周波数ｆ及び供給電圧Ｖｐの時
間変化を模式的に示す図である。
【図３】動作周波数ｆ変更時における変更回数Ｎと、当該変更に要する所要時間Ｒ、及び
目標電圧Ｖｐ２との関係を示すグラフである。
【図４】動作周波数ｆの下限電圧Ｖｌと温度Ｔとの関係を模式的に示すグラフである。
【図５】温度に応じた電圧制御を行う場合と行わない場合の消費電力を比較するグラフで
ある。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明の実施の形態について、図面に基づき詳細に説明する。
【００１２】
［電子機器の構成］
　図１は、本発明の一実施形態に係る半導体集積回路１０を備える電子機器１の概略の回
路構成を示す構成図である。電子機器１は、半導体集積回路１０と、温度センサ１１と、
温度コントローラ１２と、電源回路１３と、電源制御回路１４と、を含んで構成されてい
る。
【００１３】
　半導体集積回路１０は、ＣＭＯＳ（Complementary Metal Oxide Semiconductor）を含
んで構成される集積回路であって、例えばＣＰＵやＳＯＣ等であってよい。半導体集積回
路１０は、電源回路１３から供給される供給電圧Ｖｐにより動作する。以下では半導体集
積回路１０は、内蔵メモリ又は外部メモリに格納されるプログラムに従って各種の情報処
理を行う演算装置であるものとする。半導体集積回路１０は、その動作内容（ここでは実
行するプログラムの内容）に応じて、自身の動作周波数ｆを内部的に変更可能になってい
る。自身の動作周波数ｆを変更する際には、半導体集積回路１０は、当該変更に応じて供
給電圧Ｖｐを変化させるための指示を電源制御回路１４に対して出力する。
【００１４】
　また、半導体集積回路１０には温度センサ１１が内蔵されている。温度センサ１１は、
半導体集積回路１０の温度を計測し、その結果を示す電気信号を温度コントローラ１２に
対して出力する。
【００１５】
　温度コントローラ１２は、温度センサ１１が出力する信号を受け付けて、当該受け付け
た信号に応じて求められる半導体集積回路１０の温度Ｔを表す情報を電源制御回路１４に
対して出力する。
【００１６】
　電源回路１３は、例えばスイッチングレギュレータとして機能する電源用ＩＣ等を含ん
で構成され、電子機器１外部の電力供給源（例えば商用の交流電源やＵＳＢホスト機器）
や、電子機器１に内蔵される電池などが供給する電力を、所与の電圧に変換して電子機器
１の各部に供給する。特に電源回路１３は、電源制御回路１４から入力される指示に応じ
た供給電圧Ｖｐで、半導体集積回路１０に対する電力供給を行う。
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【００１７】
　電源制御回路１４は、電源回路１３の動作を制御する回路であって、マイクロコンピュ
ータ等により構成される。本実施形態において電源制御回路１４は、半導体集積回路１０
から入力される動作周波数ｆの変更に応じた指示、及び／又は温度コントローラ１２から
入力される半導体集積回路１０の温度Ｔを表す情報に基づいて供給電圧Ｖｐを決定し、当
該決定した供給電圧Ｖｐで半導体集積回路１０への電力供給を行うよう電源回路１３に指
示する。
【００１８】
［動作周波数の変更］
　次に、本実施形態において半導体集積回路１０が動作周波数ｆを変更する際の制御につ
いて、説明する。
【００１９】
　一般的に、半導体集積回路１０に供給すべき供給電圧Ｖｐの下限値（半導体集積回路１
０を正常に動作させるために最低限必要な電圧の値）は、動作周波数ｆに応じて変化する
。すなわち、動作周波数ｆが高くなればなるほど、必要な供給電圧Ｖｐの値も大きくなる
。そこで、半導体集積回路１０の消費電力を抑えるために、動作周波数ｆを動的に変更す
る場合には、それに合わせて供給電圧Ｖｐも変更して、動作周波数ｆの変更前後にわたっ
て、できる限り下限値に近い供給電圧Ｖｐを半導体集積回路１０に供給することが望まし
い。具体的に、半導体集積回路１０が動作周波数ｆを初期周波数ｆ１から目標周波数ｆ２
（＞ｆ１）に変更する場合、供給電圧Ｖｐも、初期周波数ｆ１に対応する初期電圧Ｖｐ１
から目標周波数ｆ２に対応する目標電圧Ｖｐ２（＞Ｖｐ１）に変更する。なお、以下では
目標周波数ｆ２で半導体集積回路１０が安定的に動作するために最低限必要な電圧の下限
値を下限電圧Ｖｌとする。
【００２０】
　ここで、目標電圧Ｖｐ２を下限電圧Ｖｌとほぼ等しい値に設定してしまうと、動作周波
数ｆの変更に伴って半導体集積回路１０内に生じるノイズにより、半導体集積回路１０内
に流れる電流が変動し、供給電圧Ｖｐが下限電圧Ｖｌを下回ってしまうおそれがある。そ
のため電源制御回路１４は、目標電圧Ｖｐ２を下限電圧Ｖｌよりも大きな値に設定する。
すなわち、目標電圧Ｖｐ２は、
Ｖｐ２＝Ｖｌ＋α
で表される値に設定する必要がある。ここで、αの値はノイズによる供給電圧Ｖｐの変動
分を考慮して決定される。しかしながら、このように下限電圧Ｖｌよりも大きな供給電圧
Ｖｐを半導体集積回路１０に供給することとすると、その分だけ半導体集積回路１０の消
費電力は増大してしまう。
【００２１】
　そこで本実施形態においては、半導体集積回路１０は、初期周波数ｆ１から目標周波数
ｆ２への変更を複数回に分けて、１又は複数の中間周波数ｆｍ（ｆ１＜ｆｍ＜ｆ２）を経
て段階的に動作周波数ｆを変更する。こうすれば、ノイズによって生じる電圧の変動を小
さくすることができるので、初期周波数ｆ１から目標周波数ｆ２への変更を一度に行う場
合と比較して、αの値を小さくすることができる。
【００２２】
　図２Ａ及び図２Ｂは、動作周波数ｆの変更時における従来例の電圧制御と本実施形態の
電圧制御とを比較するための図であって、図２Ａは従来例における動作周波数ｆ及び供給
電圧Ｖｐの時間変化を、図２Ｂは本実施形態における動作周波数ｆ及び供給電圧Ｖｐの時
間変化を、それぞれ模式的に示している。いずれの図においても、横軸は時間であって、
時刻ｔ０は初期電圧Ｖｐ１から目標電圧Ｖｐ２への変更タイミングを示している。また、
縦軸は供給電圧Ｖｐ及び動作周波数ｆの大きさを示している。図２Ａに示すように、初期
周波数ｆ１から目標周波数ｆ２への変更を一度に行っている場合には、周波数変更後、ノ
イズにより供給電圧Ｖｐが比較的大きく変動しており、そのため目標電圧Ｖｐ２は、この
ような変動後の供給電圧Ｖｐが下限電圧Ｖｌを下回らないように、比較的大きな値となっ
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ている。一方図２Ｂでは、初期周波数ｆ１から目標周波数ｆ２への変更を３回に分けて実
施している。すなわち、まず初期周波数ｆ１から第１中間周波数ｆｍ１へ、次に第１中間
周波数ｆｍ１から第２中間周波数ｆｍ２へ、さらに第２中間周波数ｆｍ２から目標周波数
ｆ２へと段階的に動作周波数ｆが変更される。こうすれば、複数回の変更のそれぞれにお
いて、変更前の周波数に対する変更後の周波数の比が一度に変更してしまう場合と比較し
て相対的に小さくなるので、その分ノイズにより発生する供給電圧Ｖｐの変動も小さくな
る。そのため、図２Ａの例と比較して目標電圧Ｖｐ２を低くしても、供給電圧Ｖｐが下限
電圧Ｖｌを下回らないようにすることができる。
【００２３】
　図２Ｂから明らかなように、本実施形態ではまず一度だけ供給電圧Ｖｐを変更し、その
後に複数回にわたって動作周波数ｆを変更することとしている。一般的に、供給電圧Ｖｐ
の変更は半導体集積回路１０外部の電源回路１３を制御して行うため、時間を要する。一
方、動作周波数ｆの変更は、半導体集積回路１０自身で内部的に行われるので、それほど
時間を要しない。本実施形態では、動作周波数ｆの変更回数が従来例と比較して増えるも
のの、供給電圧Ｖｐの変更回数は１回で従来と変わらないため、初期周波数ｆ１から目標
周波数ｆ２への変更に要する時間は、従来と比べてほとんど変わらない。なお、供給電圧
Ｖｐの変更にそれほど時間を要さない場合には、動作周波数ｆを段階的に変更するのに合
わせて供給電圧Ｖｐも複数回に分けて段階的に変更してもよい。
【００２４】
　ここで、初期周波数ｆ１から目標周波数ｆ２への変更を行う際に、動作周波数ｆの変更
を何回に分けて行うべきか、また１又は複数の中間周波数ｆｍのそれぞれをどのように決
定すべきか、について説明する。
【００２５】
　ある初期周波数ｆ１からある目標周波数ｆ２への変更を行う際の動作周波数ｆの変更回
数を仮にＮ回とすると、半導体集積回路１０は、（Ｎ－１）個の中間周波数ｆｍを経て動
作周波数ｆの変更を行うことになる。この場合の中間周波数ｆｍは、各回の変更により発
生するノイズの大きさのばらつきができる限り少なくなるように決定すべきである。ここ
で、１回の変更に起因して生じるノイズの大きさは、変更前後の動作周波数ｆの比に応じ
て決まる。そのため、ｎ回目（ｎは１からＮ－１までの自然数）の変更で設定すべき中間
周波数ｆｍをｆｍ（ｎ）と表記すると、中間周波数ｆｍ（ｎ）は、理想的には以下の計算
式により求められる。
【数１】

このような計算式によれば、半導体集積回路１０の動作周波数ｆは、初期周波数ｆ１から
始まって（Ｎ－１）個の中間周波数ｆｍ（ｎ）を経て目標周波数ｆ２まで等比数列的に増
加することになる。なお、実際には半導体集積回路１０で変更可能な動作周波数ｆの値に
は制約がある場合もあるが、そのときには変更可能な動作周波数ｆのうち上述した計算式
で求められる値に近い値を設定すればよい。
【００２６】
　中間周波数ｆｍ（ｎ）が決定されると、これに応じて目標電圧Ｖｐ２として設定すべき
値も決定される。上述した計算式によれば、１回あたりの変更において、動作周波数ｆは
変更前の（ｆ２／ｆ１）（１／Ｎ）倍に増えることになる。電子機器１の製造者は、例え
ば事前にプロトタイプを用いて測定するなどの方法で、このような動作周波数ｆの変更に
伴ってどの程度の大きさの電圧低下が生じるかに関する情報を取得することができる。そ
して、この情報を用いてαの値を決定することにより、目標電圧Ｖｐ２を決定できる。
【００２７】
　さらに、初期周波数ｆ１から目標周波数ｆ２への変更を何回に分けて行うべきかは、以
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下のようにして決定できる。図３は、初期周波数ｆ１から目標周波数ｆ２へと動作周波数
ｆを変更する際における変更回数Ｎと、当該変更に要する所要時間Ｒ、及び目標電圧Ｖｐ
２との関係を示すグラフである。この図に示されるように、変更回数Ｎを増やせば増やす
ほど、動作周波数ｆの変更に要する全体の所要時間Ｒは延びることになる。一方で、変更
回数Ｎを増やせば１回あたりの動作周波数ｆの変更幅を小さくすることができるため、そ
れだけ目標電圧Ｖｐ２を下げることができる。ただし、図から分かるように、変更回数Ｎ
がある程度以上になると、それ以上変更回数Ｎを増やしても目標電圧Ｖｐ２の低下率はそ
れほど大きくならない。そこで、変更回数Ｎは、目標電圧Ｖｐ２をどの程度低く抑えたい
か、及び変更に要する所要時間Ｒをどの程度の範囲に収めたいか、の兼ね合いにより決定
する必要がある。図３の例では、変更回数Ｎと所要時間Ｒの間の関係を示す曲線と、変更
回数Ｎと目標電圧Ｖｐ２の間の関係を示す曲線とが、変更回数＝３の近傍で交差している
。そのため、短い所要時間Ｒと低い目標電圧Ｖｐ２とを両立させたい場合、変更回数Ｎを
３回にすればよい。あるいは、所要時間Ｒ及び目標電圧Ｖｐ２のいずれかをより重視して
他の変更回数を採用してもよい。
【００２８】
　目標電圧Ｖｐ２及び中間周波数ｆｍとして設定すべき値は、初期周波数ｆ１と目標周波
数ｆ２の組み合わせごとに決定される必要がある。これらの値は、予め電子機器１の工場
出荷時に半導体集積回路１０内に記録されることとしてもよい。半導体集積回路１０は、
動作周波数ｆをある初期周波数ｆ１からある目標周波数ｆ２に変更する際には、この初期
周波数ｆ１と目標周波数ｆ２の組み合わせに関連づけられて記録されている目標電圧Ｖｐ
２の値を電源制御回路１４に出力することによって、当該目標電圧Ｖｐ２での電力供給を
電源回路１３に要求する。その後に半導体集積回路１０は、この初期周波数ｆ１と目標周
波数ｆ２の組み合わせに関連づけられて記録されている（Ｎ－１）個の中間周波数ｆｍを
経由するように、Ｎ回に分けて動作周波数ｆの変更を行う。こうすれば、動作周波数ｆの
変更に伴うノイズの発生を抑えて、目標電圧Ｖｐ２を低くすることができる。
【００２９】
　これまでは、特に動作周波数ｆを上げる変更を行う場合の制御について説明した。消費
電力を抑えるために供給電圧Ｖｐを下げるという観点からは、動作周波数ｆを下げる変更
を行う場合には、以上説明したように複数回に分けて動作周波数ｆを変更する必要は必ず
しもない。しかしながら、半導体集積回路１０には、下限電圧Ｖｌだけでなく、動作周波
数ｆに応じた上限電圧Ｖｕが設定されている場合もある。この場合、半導体集積回路１０
を正常に動作させるために、この上限電圧Ｖｕを超える電圧が印加されないようにする必
要があるが、動作周波数ｆを一度に大きく変更させると、動作周波数ｆの変更に伴って生
じるノイズにより、供給電圧Ｖｐが一時的に上限電圧Ｖｕを超えてしまうおそれがある。
上限電圧Ｖｕが動作周波数ｆに応じて変化する値である場合、動作周波数ｆを下げる変更
を行う場合にも、変更後の供給電圧Ｖｐが上限電圧Ｖｕを超えてしまうことが考えられる
。そこで半導体集積回路１０は、動作周波数ｆを下げる変更を行う場合にも、目標周波数
ｆ２への変更を複数回に分けて行ってよい。この場合の変更回数Ｎ、及び中間周波数ｆｍ
は、いずれも前述した動作周波数ｆを上げる場合と同様にして決定されてよい。また、変
更後の目標電圧Ｖｐ２は、上限電圧Ｖｕからノイズによる変動として予想される値以上低
い値に設定される。
【００３０】
　なお、以上の説明においては電源制御回路１４が電源回路１３の供給電圧Ｖｐを制御す
ることとしたが、半導体集積回路１０が直接電源回路１３の供給電圧Ｖｐを制御してもよ
い。また、以上説明した動作周波数ｆの変更制御を行うためだけであれば、温度センサ１
１及び温度コントローラ１２は必ずしも必要ない。
【００３１】
［温度に応じた電圧制御］
　電源制御回路１４は、温度センサ１１によって測定される半導体集積回路１０の温度変
化に応じて、電源回路１３が半導体集積回路１０に供給する供給電圧Ｖｐを変化させても
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よい。特に本実施形態では、半導体集積回路１０の温度上昇に応じて供給電圧Ｖｐを下げ
る制御を行う。これについて、以下に説明する。
【００３２】
　半導体集積回路１０に使用されるＣＭＯＳの特性により、前述した動作周波数ｆに対応
する下限電圧Ｖｌは、温度Ｔに依存して変化する。図４は、この下限電圧Ｖｌと温度Ｔと
の関係を模式的に示すグラフであって、破線は従来のゲート長が６５ｎｍを超えるＣＭＯ
Ｓの特性を、実線は近年のゲート長が６５ｎｍ以下のＣＭＯＳの特性を、それぞれ示して
いる。具体的に、ＣＭＯＳは、その性能を決定するパラメタである移動度及び閾値電圧に
温度依存性があり、移動度については高温になるほど性能が劣化し、閾値電圧については
高温になるほど性能が向上する。従来のゲート長が６５ｎｍを超えるＣＭＯＳは、移動度
の影響が支配的であったため、高温になると性能が劣化する傾向があった。すなわち、こ
のようなＣＭＯＳを備える半導体集積回路は、図４に示すように、同じ動作周波数で動作
する場合であっても、温度が高くなったときには温度が低いときよりも下限電圧Ｖｌが上
昇する。それゆえ、温度が高い環境下でこのようなＣＭＯＳを備える半導体集積回路を使
用する場合、比較的高い供給電圧Ｖｐで動作させる必要があった。ところが近年、ＣＭＯ
Ｓの微細化に伴って、ＣＭＯＳの性能の温度依存性にもこれまでと異なる傾向が見られる
ようになった。すなわち、近年登場したゲート長が６５ｎｍ以下のＣＭＯＳは、高温にな
ったときに閾値電圧の影響が支配的となり、高温になると性能が向上する傾向が見られる
ようになった。そのため、このようなゲート長の短いＣＭＯＳを備える半導体集積回路は
、図４に示すように、温度が高くなるほど下限電圧Ｖｌが低くなる傾向にある。
【００３３】
　そこで本実施形態に係る電子機器１は、半導体集積回路１０の温度上昇に応じて、半導
体集積回路１０に供給する供給電圧Ｖｐを下げることとしている。具体的に、例えば電源
制御回路１４は、温度コントローラ１２が出力する情報が示す半導体集積回路１０の温度
Ｔが所定の閾値Ｔｔｈ以上になったときには、所定の下げ幅βだけ供給電圧Ｖｐを下げる
よう電源回路１３に指示する。なお、この場合のβの値は予め電源制御回路１４に記録さ
れているものとする。また、電源制御回路１４は、温度Ｔが所定の閾値Ｔｔｈ未満になっ
たときには、供給電圧Ｖｐを下げる前の値に戻すこととする（つまり、供給電圧Ｖｐをβ
だけ上昇させる）。
【００３４】
　図５は、このような制御を行う場合と行わない場合の消費電力を比較するグラフであっ
て、横軸は温度Ｔを、縦軸は電力Ｐを、それぞれ示している。また、実線は温度上昇に伴
う供給電圧Ｖｐの変更制御を行わない場合を、破線は変更制御を行う場合を、それぞれ示
している。この図の例では、電源回路１３は閾値Ｔｔｈ以上になると供給電圧Ｖｐを０．
５Ｖ下げることとしており、その結果として温度Ｔが閾値Ｔｔｈ以上の領域で半導体集積
回路１０の消費電力が大きく改善していることが分かる。
【００３５】
　なお、図５の例では閾値Ｔｔｈは１つだけであることとしたが、閾値Ｔｔｈは複数あっ
てもよい。例えば２０度ごとに閾値Ｔｔｈを設定する場合、電源制御回路１４は、半導体
集積回路１０の温度が２０度上昇するごとに段階的に供給電圧Ｖｐを下げることになる。
この場合、供給電圧Ｖｐの下げ幅βは複数の閾値Ｔｔｈのそれぞれに対応して互いに異な
る値であってもよい。こうすれば、温度Ｔの上昇に対して下限電圧Ｖｌが非線形に変化す
る場合であっても、温度Ｔの上昇に伴って最適な値に供給電圧Ｖｐを変更することができ
る。
【００３６】
　また、供給電圧Ｖｐを下げる際のβの値は、余裕を持って設定されることが望ましい。
例えば閾値Ｔｔｈが５０℃とすると、電源制御回路１４は、温度Ｔが５０℃以上になった
場合には、半導体集積回路１０の温度が（５０－γ）度の場合の下限電圧Ｖｌ以上となる
ように供給電圧Ｖｐを変更する。このγの値は、例えば温度センサ１１の測定誤差に応じ
て決定される。こうすれば、電源回路１３は、温度センサ１１の測定誤差などがあったと
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しても、半導体集積回路１０の動作に必要な電圧を供給することができる。また、電源制
御回路１４は、温度Ｔが閾値Ｔｔｈ以上となったことを検知したときに、直ちに供給電圧
Ｖｐを変更するのではなく、所定時間の経過を待ってから供給電圧Ｖｐを変更してもよい
。また、電源制御回路１４は、半導体集積回路１０の動作状況に応じて決まるタイミング
で供給電圧Ｖｐを変更してもよい。具体的には、半導体集積回路１０の処理負荷が所定値
未満のときには、温度Ｔがそれほど上昇しない傾向にあるので、温度Ｔが閾値Ｔｔｈ以上
になっても直ちに供給電圧Ｖｐを下げるのではなく、温度Ｔが閾値Ｔｔｈ以上となる状態
が所定時間以上続いてから供給電圧Ｖｐを下げることとし、逆に温度Ｔが閾値Ｔｔｈ以上
となった時点で半導体集積回路１０の処理負荷が所定値以上の場合には直ちに供給電圧Ｖ
ｐを下げることとしてもよい。
【００３７】
　以上の説明では、温度センサ１１が半導体集積回路１０自身に内蔵されているものとし
たが、温度センサ１１は半導体集積回路１０の外部に配置されてもよい。この場合、温度
Ｔの測定精度は温度センサ１１が半導体集積回路１０内部に配置されている場合よりも低
くなる。しかしながら、事前に温度センサ１１の測定結果と半導体集積回路１０の実際の
温度を調査し、その結果に応じて閾値Ｔｔｈ及び下げ幅βを決定すれば、温度センサ１１
が半導体集積回路１０内部に配置されている場合と同様に、半導体集積回路１０の温度上
昇に応じて供給電圧Ｖｐを下げる制御を実現できる。
【００３８】
　また、以上の説明では、温度コントローラ１２は温度Ｔに関する情報を電源制御回路１
４に直接出力することとしたが、これに代えて、温度コントローラ１２は温度Ｔに関する
情報を半導体集積回路１０に対して出力することとしてもよい。この場合、半導体集積回
路１０自身が、温度Ｔが閾値Ｔｔｈ以上となったか否かを判定し、当該判定結果に応じて
供給電圧Ｖｐ変更の要求を電源制御回路１４に出力する。
【００３９】
　以上説明した動作周波数ｆ変更時の制御、及び温度による供給電圧Ｖｐの制御は、それ
ぞれ単独で実施してもよいし、互いに組み合わせて実施してもよい。組み合わせる場合、
動作周波数ｆの変更時には、変更後の目標周波数ｆ２に応じて決まる目標電圧Ｖｐ２から
、当該時点の温度Ｔに応じて決まる下げ幅βを減じることで、変更後の供給電圧Ｖｐを決
定できる。
【符号の説明】
【００４０】
　１　電子機器、１０　半導体集積回路、１１　温度センサ、１２　温度コントローラ、
１３　電源回路、１４　電源制御回路。



(9) JP 5296136 B2 2013.9.25

【図１】

【図２Ａ】

【図２Ｂ】

【図３】

【図４】

【図５】



(10) JP 5296136 B2 2013.9.25

10

フロントページの続き

    審査官  緑川　隆

(56)参考文献  特表２０１０－５２６３８０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－１６５５２７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１０－２４５１１７（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２００７／０３２１１９（ＷＯ，Ａ１）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ０６Ｆ　　　１／２６　　　　
              Ｈ０１Ｌ　　２１／８２２　　　
              Ｈ０１Ｌ　　２７／０４　　　　
              Ｈ０２Ｊ　　　１／００　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

